令和　　年　　月　　日

低入札価格事前調査票（その１）

　　　　　　　　　　商号（名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　工事件名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	質問事項
	回答

	１　入札額の積算根拠
	物価本の名称
	

	
	積算ソフト
	

	
	見積り内訳明細書
	別紙のとおり。

	２　使用資材等の購入予定先

（複数ある場合は，すべて明記すること。） 
	資材等の名称
	

	
	資材業者の商号（名称）及び所在
	

	
	当該業者との合計取引回数又は年数
	

	
	金額（税込み）
	

	
	見積書（コピーを添付すること。）
	別紙のとおり。

	３　使用資材等について在庫等を有している場合，その名称及び数量

（在庫等の写真を添付すること。）
	名称及び数量
	

	４　使用機械（複数ある場合は，すべて明記すること。）

　調査票末尾の※３を必ず参照すること。
	機械の名称
	

	
	台数
	

	
	リースであればリース先の業者の商号（名称）及び所在
	

	
	リース代金（税込み）
	

	
	見積書

（コピーを添付すること。）
	別紙のとおり。

	５　工事場所と入札者（予定下請業者を含む）の事務所，資材置場等の距離的要因において，有利な条件の有無及び有利な条件がある場合，その所在
	

	６　下請業者（複数ある場合は，すべてを明記すること。）
	工種
	

	
	商号（名称）
	

	
	所在
	

	
	その業者との取引合計回数又は年数
	

	
	下請代金見積額（税込み）（別紙としてコピーを添付すること。）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	設計図書及び施工条件
	

	
	支払条件の明示があればその内容
	

	７　当該工事に係る労務者（交通誘導員を除く）について
	社内の労務賃金（日額）

※複数の単価がある場合すべて記載する
	単価Ａ（１日当たり）
　　　　円×　　　人×

　　　日＝　　　　　　円
単価Ｂ（１日当たり）

　　　　円×　　　人×

　　　日＝　　　　　　円


	
	社内外別配置人員

	
	準備工


	社内延べ　　人

（　　人×　 　日）

　社外延べ　人

　（　　人×　 　日）

	
	直接工事


	社社内延べ　　人

（ （ 　 人×　   日）

社社外延べ　　人

 (   　人×  　日)

	
	後片付け工

	社社内延べ　　人

（ ( 　  人×  　日)

　社外延べ　　人

（ (　   人×　  日)

	８　現在の柏市（柏市上下水道局を含む）の手持ち工事

  （１３０万円以上の手持ち工事は，すべて明記すること。）


	発注者名
	

	
	工事件名
	

	
	工事場所
	

	
	契約金額

（税込み）
	　　　　　　　　　　円

	
	配置主任技

術者名
	

	９　当該年度の柏市以外の全工事（５００万円以上）（８の手持ち工事を除く）


	工事名１

　発注者名

　請負金額

（税込み）
	

	
	工事名２

　発注者名

　請負金額

（税込み）
	

	
	工事名３

　発注者名

　請負金額

（税込み）
	

	
	工事名４

　発注者名

　請負金額

（税込み）
	

	
	工事名５

　発注者名

　請負金額

（税込み）
	

	
	合計額

（税込み）
	

	１０　当該工事との近接関係がある場合，その工事の件名及び場所
	工事件名
	

	
	工事場所
	

	１１　配置予定技術者が今回と同種工事への精通の有無及び精通している場合，その実績となる工事の概要
	発注者名
	

	
	工事件名
	

	
	工事場所
	

	
	契約金額

（税込み）
	　　　

　　　　　　　　　　円

	１２　直近の決算書

　貸借対照表，損益計算書及び利益処分案又は株主資本等変動計算書を添付すること。
　　　

　


	費目
	使途及び返済期間又は貸付期間

	
	長期借入金
	

	
	短期借入金
	

	
	長期貸付金
	

	
	短期貸付金
	

	
	総売上高における官民比率
	　　

官　　％　　　民　　％

	
	今期の見込み利益額（推計）
	　　

　　　　　　　　　　円

	１３　共通仮設費，現場管理費及び一般管理費の使途の内容及び金額

　調査票末尾の※２を必ず参照すること。
　注１　共通仮設費，現場管理費及び一般管理費の各合計欄は「内訳書及び配置技術者等調査票」と「見積り内訳明細書」で同額の数値を記載すること。

　

　注２　土木工事については，「共通仮設費の率計算分・安全費・運搬費」は「見積り内訳明細書」と「事前調査票その２」で同額の数値を記載すること。
	別紙のとおり。



	１４　本年度の本案件従事者に対する安全対策，安全教育の実施内容と回数
	実施回数
	

	
	実施内容
	

	１５　交通誘導員

※警備会社に委託する場合は，見積書を添付すること。


	配置期間


	

	
	配置場所
	

	
	人数
	社内　　名

社外　　名

	
	費用
	単価　　円（日額）

	
	警備会社に委託する場合
	見積書は別紙のとおり。

	１６　工種ごとの施工期間及び実際の施工期間は，何日程度か。
	工種ごとの施工期間
	

	
	実際の施工期間
	

	１７　建設副産物

 （建設副産物が複数ある場合は，すべてを明記し，見積書を添付すること。）
	名称
	

	
	数量
	

	
	搬出先
	

	
	搬出業者の商号（名称）
	

	
	処理費用
	

	１８　低入札価格で落札した場合の各条件への対応
	前払金が４割から２割に減額となるが，前払金を請求する予定か。

請求する場合は，東日本建設業保証㈱から保証の確認をとっているか。

また，前払保証がなされない場合の対応
	

	
	履行保証が１割から２割に増額となるが，加入予定保険会社名及び保証の確認をとっているか。

また，保証がなされない場合の対応
	

	
	契約を辞退した場合の指名停止は最低２か月となることについての対応
	

	
	当該案件で粗雑工事をした場合の指名停止は最低３か月となることについての対応
	

	
	工事成績が６５点未満であると以後３か月間入札に参加できないこと及び工事成績の通知日の翌々年度までに開札する案件について低入札価格調査基準額未満での入札は失格となることについての対応

	


※１　必ず各項目は，空欄にせずに必ず回答してください。

※２　以下の場合，当該入札は無効となりますのでご注意ください。

   (1) 正当な理由がなく必要な資料の提出がされない場合

　 (2)「入札時に提出した内訳書」と本調査時に提出する詳細な内訳書の各項目が異なる場合

   (3)「低入札時の内訳書」 の各項目について次に該当する場合

　　　ア 必要な経費が盛り込まれていない場合

　　イ 下請業者や資材等の納品業者からの見積書の金額と整合性がない場合 

　　 ウ 社内留保資金等から充当することを前提として必要となる経費を計上していない又は過小に計上しており，本調査の対象案件のみでは赤字受注と判断される場合

　　　エ 予定価格の内訳に対し，直接工事費７５％・共通仮設費７０％・現場管理費７０％，一般管理費３０％のいずれかを下回る場合で合理的な理由がない場合

※３　見積書を徴取していない場合，見積書徴取後に総務課まで送付してください。
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1

